


号

　 (総  則)

第１条　 令和６年度川辺町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　 (業務の予定量)

第２条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

　 (１)    排水件数 件

　 (２)　  年間総排水量 m3

　 (３)　  一日平均排水量 m3

 　(収益的収入及び支出)

第３条 　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　 第１款　 下水道事業収益 千円

　　 第１項　  営業収益 千円

　　 第２項  　営業外収益 千円

　　 第３項  　特別利益 千円

 　第１款　 下水道事業費用 千円

     第１項　  営業費用 千円

 　　第２項　  営業外費用 千円

 　　第３項　  特別損失 千円

 　　第４項　  予備費 千円

１４０，３１８

３４０，３７９

 支　　　　      出

４８１，４１８

４２５，９１９

４５，４９８

１

１０，０００

２２

令和６年度 川辺町下水道事業会計予算

３，１４２

８３２，７２０

２，２８１

議案第

収　　　　　    入

４８０，６９８

１

－1－　　
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 　(資本的収入及び支出)

第４条 　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める ( 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１９３，７７５千円は、

  当年度損益勘定留保資金１６６，３３０千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２７，４４５千円で補てんするものと

  する。）。

 　第１款　 資本的収入 千円

 　　第１項　  企業債 千円

 　　第２項　  負担金 千円

 　　第３項　  補助金 千円

 　　第４項　  受益者負担金及び分担金 千円

 　　第５項　  流域下水道建設負担金還付金 千円

 　第１款　 資本的支出 千円

     第１項 　 建設改良費 千円

 　　第２項　  企業債償還金 千円

 　(債務負担行為)

第５条　 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

千円

６５，５５２

１６１，４３６

７，１９０

１，８０４

期　　間

令和６年度から令和１１年度まで

収　     　　　　入

限　　度　　額

２６

支　　　　      出

６２４，１５７

３１４，１２７

３１０，０３０

事　　　　　　　　項

水洗便所等改造資金利子補給金

４３０，３８２

１９４，４００



 　(企業債)

第６条　 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

３．０ ％以内

借り入れる財政融資資金及び

地方公共団体金融機構資金に

ついて、利率見直しを行った

後においては、当該見直し後

 　(一時借入金)

第７条　 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

 　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第８条　 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

  する場合には、議会の議決を経なければならない。

　 (１)　職員給与費 千円

　 (他会計からの補助金)

第９条　 人件費、維持管理費及び地方債償還金のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２０６，９９７千円である。

　 (たな卸資産の購入限度額)

第１０条 　たな卸資産の購入限度額は、５００千円と定める。

令和６年３月１日提出
川辺町長　佐 藤 光 宏

２８，０３４

 流域下水道事業

１９４，４００

間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしく

８，７００

の利率） は低利に 借換えをすることができる。

普通貸借又は
証券発行  ただし、企業財政その他の都合により据置期

４９，２００

 公共下水道整備事業 ８８，４００

（ただし、利率見直し方式で 　財政融資資金については、その融資条件によ

年

 公共下水道(広域化)
 整備事業

４８，１００ り、 銀行その他の場合にはその債権者との協

定によるものとする。

限　度　額
起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

（千円）

 公共下水道(雨水)
 整備事業

起債の目的

－3－





 収　入 

１．

１．

１．

２．

２．

１．

２．

３．

４．

５．

３．

１．

 支　出

１．

１．

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

２．

１．

２．

３．

１．

４．

１．

令和６年度川辺町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款

款 項

下 水 道 事 業 費 用

項 目 予定額（千円）

１４０，２８０

１４，５３７

９２，０２８

３８

１２６，１８９

１１７，１６１

５２，６２６

予定額（千円）

５，０００

雑 収 益 １

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

負 担 金

４８１，４１８

４２５，９１９

消費税及び地方消費税還付金

長 期 前 受 金 戻 入

下 水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

目

４８０，６９８

１４０，３１８

３４０，３７９

支払利息及び企業債取扱諸費

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

営 業 外 費 用

営 業 費 用

公 共 管 渠 費

補 助 金

特 別 損 失

１０，０００

予 備 費

１

１５３

農 集 処 理 場 費

流域下水道維持管理負担金

１０，０００

公 共 業 務 費

公 共 総 係 費

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費

２５８，３５８

農 集 総 係 費

減 価 償 却 費

４５，４９８

１

特 別 利 益 １

そ の 他 特 別 利 益 １

６９，１５５

１，５２５

２９，５６５

４５，４９７

１
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 収　入

１．

１．

１．

２．

１．

３．

１．

４．

１．

５．

１．

 支　出

１．

１．

１．

２．

２．

１．

農 集 建 設 事 業 費 １

企 業 債 償 還 金 ３１０，０３０

企 業 債 償 還 金 ３１０，０３０

資 本 的 支 出 ６２４，１５７

建 設 改 良 費 ３１４，１２７

公 共 建 設 事 業 費 ３１４，１２６

受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金 ７，１９０

款 項 目 予定額（千円）

補 助 金 １６１，４３６

補 助 金 １６１，４３６

受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金 ７，１９０

流域下水道建設負担金還付金収入

１，８０４

１，８０４

流域下水道建設負担金還付金収入

負 担 金 ６５，５５２

負 担 金 ６５，５５２

資 本 的 収 入 ４３０，３８２

企 業 債 １９４，４００

企 業 債 １９４，４００

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予定額（千円）



（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

  当年度純利益 3,204 　有形・無形固定資産の取得による支出 △ 293,888

  減価償却費 258,358 　一般会計等からの繰入による収入 145,233

  貸倒引当金の増減額（減少は△） 262   国庫補助金等による収入 65,093

  賞与引当金の増減額（減少は△） 50 　受益者負担金及び分担金受入による収入 6,537

  長期前受金戻入額 △ 92,028 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 77,025

  支払利息 45,496

　未収金の増減額(増加は△) 5,961 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

  たな卸資産の増減額（増加は△） △ 455 　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 198,300

  前払金の増減額（増加は△） 2,320   建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 310,026

  未払金の増減額（減少は△） 98,180 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 111,726

    小 計 321,348

  利息の支払額 △ 45,496 資金増加額（又は減少額） 87,101

業務活動によるキャッシュ・フロー 275,852 資金期首残高 194,300

資金期末残高 281,401

令和６年度川辺町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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給与費明細書

1.総括

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

　　　　4
　　　 (1)

1,577 12,543 9,711 23,831 4,203 28,034

前
年
度

　　　　4
　　　 (1)

1,564 11,914 8,752 22,230 4,017 26,247

比
較

13 629 959 1,601 186 1,787

時 間 外 期末勤勉 退 職 手 当

勤務手当 手    当 組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 258 477 274 1,444 5,625 1,633

前年度 258 477 274 1,092 4,863 1,788

比較 352 762 △ 155

児 童 手 当

手　　当　　の

内　　　　　容

区分

職 員 数
合  計法定福利費

給　　　与　　　費

区分

扶 養 手 当 管理職手当 通 勤 手 当 住 居 手 当

( )内は短時間勤務
職員、外数字

( )内は短時間勤務
職員、外数字

( )内は短時間勤務
職員、外数字

備　考



ア　会計年度任用職員以外の職員

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

　　　　4
12,543 9,119 21,662 3,811 25,473

前
年
度

　　　　4
11,914 8,576 20,490 3,712 24,202

比
較

629 543 1,172 99 1,271

時 間 外 期末勤勉 退 職 手 当

勤務手当 手    当 組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 258 477 274 1,444 5,033 1,633

前年度 258 477 274 1,092 4,687 1,788

比較 352 346 △ 155

住 居 手 当 児 童 手 当

区分

職 員 数 給　　　与　　　費
法定福利費 合  計

手　　当　　の

内　　　　　容

区分
扶 養 手 当 管理職手当 通 勤 手 当

備　考

( )内は短時間勤務
職員、外数字

( )内は短時間勤務
職員、外数字

( )内は短時間勤務
職員、外数字
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イ　会計年度任用職員

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手当等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

　　　 (1)
1,577 592 2,169 392 2,561

前
年
度

　　　 (1)
1,564 176 1,740 305 2,045

比
較

13 416 429 87 516

時 間 外 期末勤勉 退 職 手 当

勤務手当 手    当 組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 592

前年度 176

比較 416

住 居 手 当 児 童 手 当

区分

職 員 数 給　　　与　　　費
法定福利費 合  計

手　　当　　の

内　　　　　容

区分
扶 養 手 当 管理職手当 通 勤 手 当

( )内は短時間勤務
職員、外数字

( )内は短時間勤務
職員、外数字

( )内は短時間勤務
職員、外数字

備　考



2.給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円）

時間外手当 352

期末勤勉手当 762

退職金手当組合負担金 △ 155

備考

給 料

手 当

629

959

増減事由別内訳

（千円）

制度改正に

伴う増減分

そ の 他 の

629

伴う増減分

そ の 他 の

増  減  分

区分 説　　　明

増  減  分

給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

昇  給  に

959
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３．給料及び手当の状況
（１）職員一人当り給与 （２）初任給

（円） 260,275
現在 （円） 298,525 高　　校　　卒 166,600 166,600

（歳） 35.3 大　　学　　卒 196,200 196,200
（円） 247,325

現在 （円） 268,275
（歳） 34.5 （３）級別職員数

級 構 成 比 （％）
（級別の標準的な職務内容） 令 和 6 年 1 月 1 日 ６級

５ 級 ４ 級 現在 ５級 1 25.0
課 長 課 長 補 佐 ４級
対 策 監 ３級
主 幹 主 任 主 査 ２級 1 25.0
２ 級 １ 級 １級 2 50.0

計 4 100.0
主 任 主 事 令 和 5 年 1 月 1 日 ６級

現在 ５級 1 25.0
４級
３級
２級
１級 3 75.0
計 4 100.0

一 般 行 政 職 主 査

一 般 行 政 職 課 長

区　　　　　分 ３ 級

区　　　　　分
事 務 ・ 技 術 職

職 員 数 （人）

区　　　　　分 ６ 級

平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

令 和 5 年 1 月 1 日 平 均 給 料 月 額
平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

区　　　　　　　　　　分 事務・技術職
区　　　　　分 事 務 ・ 技 術 職

一般会計の制度
令 和 6 年 1 月 1 日 平 均 給 料 月 額 一般行政職（円）



（４）昇給

事務・技術職

職    員    数 （A）（人） 4

昇給に係る職員数 （B）（人） 3

2号給       （人）

3号給       （人）

4号給       （人） 3

6号給       （人）

8号給       （人）

比            率 （B）/（A）（％） 75.0

職    員    数 （A）（人） 4

昇給に係る職員数 （B）（人） 3

2号給       （人）

3号給       （人）

4号給       （人） 3

6号給       （人）

8号給       （人）

比           率 （B）/（A）（％） 75.0

本
年
度

前
年
度

区     分

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳
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（５）期末手当・勤勉手当

本 年 度
前 年 度
一般会計
の 制 度

（６）定年退職及び早期退職に係る退職手当

（７）その他の手当

扶養手当
住居手当
通勤手当 同一

一般会計
の 制 度
（ 支 給 率
等 ）

24.586875 33.270750 47.709000

区　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容
同一
同一

47.709000

定 年 前 早 期 退 職

特 例 措 置

(2% ～ 45%) 加 算

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

定 年 前 早 期 退 職

特 例 措 置

(2% ～ 45%) 加 算

最 高 限 度

2.250 2.250

そ の 他 の
備　　考

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等
区　　　　分

２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者

4.500 有
4.400 有

4.500 有

備　　　　　　考
１２月（月分） （月分） 級等による加算措置

区　　　　分
支給率計 職制上の段階、職務の支給期別支給率

６月（月分）
2.250
2.200

2.250
2.200



                                                                                                                             

１ （単位：千円）

（１） 129,427

（２） 63 129,490

２

（１） 39,662

（２） 10,825

（３） 57,680

（４） 1,881

（５） 29,584

（６） 71

（７） 252,245

（８） 2,413 394,361

264,871

３

（１） 135,255

（２） 90,743

（３） 87,634 313,632

４

（１） 50,961

（２） 698 51,659

△ 2,898

△ 2,898

62,317

59,419

令和５年度川辺町下水道事業予定損益計算書
(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

その他の営業収益

営 業 費 用

公 共 管 渠 費

農 集 処 理 場 費

流域下水道維持
管 理 負 担 金

雑 支 出

営 業 損 失

営業外収益

負 担 金

補 助 金

営業外費用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

公 共 総 経 費

農 集 総 経 費

減 価 償 却 費

長期前受金戻入

公 共 業 務 費

資 産 減 耗 費

前年度繰越利益剰余金

当 年 度 末 未 処 分
利 益 剰 余 金

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益
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１ 固定資産 （単位：千円）

（１）

土 地 4,503

建 物 74,495

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,119 65,376

構 築 物 8,193,332

減 価 償 却 累 計 額 △ 895,268 7,298,064

機 械 及 び 装 置 227,351

減 価 償 却 累 計 額 △ 78,048 149,303

車 両 運 搬 具 48

減 価 償 却 累 計 額 0 48

工具器具及び備品 208

減 価 償 却 累 計 額 △ 36 172

建 設 仮 勘 定 29,270

7,546,736

（２）

施 設 利 用 権 325,472

325,472

7,872,208

２ 流動資産

（１） 194,300

（２） 25,701

△ 763 24,938

（３） 0

2,320

0

221,558

8,093,766

有 形 固 定 資 産 合 計

令和５年度川辺町下水道事業予定貸借対照表
(令和６年３月３１日)

資　 産 　の 　部 

有 形 固 定 資 産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

（５） そ の 他 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

イ

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

（４） 前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



３ 固定負債

（１）
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 2,385,362

2,385,362

2,385,362

４ 流動負債

（１）
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 310,026

310,026

（２） 197,082

（３） 0

（４）

賞 与 引 当 金 1,175

1,175

508,283

５ 繰延収益

（１） 3,292,617

△ 338,223

2,954,394

5,848,039

６ 資本金 2,186,308

７ 剰余金

（１）
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

59,419

59,419

59,419

2,245,727

8,093,766

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

イ

負   債   の   部

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

企 業 債 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

イ

長期前受金収益化累計額

剰 余 金 合 計

資   本   の  部

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

イ

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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注  記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
・ 減価償却の方法 定額法による。
・ 主な耐用年数

建物 ５０年
構築物 １５～５０年
機械及び装置 ８～２０年
車両運搬具 ５年
工具器具及び備品 ５年

無形固定資産
・ 施設利用権 ４５年

２　重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３　引当金の計上方法

貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

賞与引当金
　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額及び
支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ.予定貸借対照表関連

（１）担保に供している資産及びこれに対応する債務
 該当事項なし。

（２）企業債の償還にかかる他会計の補助
 貸借対照表に計上されている企業債のうち、他会計が補助すると見込まれる額は４５９，１００千円である。

（１）

（２）

（１）

（２）



Ⅲ．セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

 町下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定し汚水処理していることから、２つの事業を

報告セグメントとします。

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和5年4月1日　　至　令和6年3月31日）
（単位：千円）

農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水の処理

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水の処理

１２６，０９９ ３，３９１ １２９，４９０
営業費用 ３６７，１９０ ２７，１７１ ３９４，３６１
営業収益

営業損益 △２４１，０９１ △２３，７８０ △２６４，８７１
経常損益 △２，８９８ ０ △２，８９８
セグメント資産 ７，６４９，３１２ ４４４，４５４ ８，０９３，７６６
セグメント負債 ５，５８０，８４３ ２６７，１９６ ５，８４８，０３９
その他項目

 他会計補助金 ８１，０５４ ９，６８９ ９０，７４３
 他会計負担金 １２５，９８５ ９，２７０ １３５，２５５

 有形・無形固定資産の増加 ２７７，００８ ５３９ ２７７，５４７

 減価償却費 ２３５，９７０ １６，２７５ ２５２，２４５
 支払利息及び企業債取扱諸費 ４９，１９５ １，７６６ ５０，９６１
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１ 固定資産 （単位：千円）

（１）

土 地 4,503

建 物 74,495

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,399 63,096

構 築 物 8,303,668

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,124,721 7,178,947

機 械 及 び 装 置 271,079

減 価 償 却 累 計 額 △ 91,933 179,146

車 両 運 搬 具 48

減 価 償 却 累 計 額 0 48

工具器具及び備品 208

減 価 償 却 累 計 額 △ 72 136

建 設 仮 勘 定 161,090

7,586,966

（２）

施 設 利 用 権 320,772

320,772

7,907,738

２ 流動資産

（１） 281,401

（２） 19,740

△ 1,025 18,715

（３） 455

0

0

300,571

8,208,309

有 形 固 定 資 産 合 計

令和６年度川辺町下水道事業予定貸借対照表
(令和７年３月３１日)

資　 産 　の 　部 

有 形 固 定 資 産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

（５） そ の 他 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

イ

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

（４） 前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



３ 固定負債

（１）
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 2,289,774

2,289,774

2,289,774

４ 流動負債

（１）
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 293,888

293,888

（２） 295,262

（３） 0

（４）

賞 与 引 当 金 1,225

1,225

590,375

５ 繰延収益

（１） 3,509,480

△ 430,251

3,079,229

5,959,378

６ 資本金 2,186,308

７ 剰余金

（１）

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

62,623

62,623

62,623

2,248,931

8,208,309

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

イ

負   債   の   部

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資   本   の  部

イ

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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注  記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
・ 減価償却の方法 定額法による。
・ 主な耐用年数

建物 ５０年
構築物 １５～５０年
機械及び装置 ８～２０年
車両運搬具 ５年
工具器具及び備品 ４～５年

無形固定資産
・ 施設利用権 ４５年

２　重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３　引当金の計上方法

貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

賞与引当金
　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額及び
支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ.予定貸借対照表関連

（１）担保に供している資産及びこれに対応する債務
 該当事項なし。

（２）企業債の償還にかかる他会計の補助
 貸借対照表に計上されている企業債のうち、他会計が補助すると見込まれる額は４９０，７３４千円である。

（１）

（２）

（１）

（２）



Ⅲ．セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

 町下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定し汚水処理していることから、２つの事業を

報告セグメントとします。

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和6年4月1日　　至　令和7年3月31日）
（単位：千円）

 支払利息及び企業債取扱諸費 ４４，１８７ １，３１０ ４５，４９７

その他項目
 他会計負担金 １１６，４９１ ９，６９８ １２６，１８９

セグメント資産 ７，７５１，３６７ ４５６，９４２ ８，２０８，３０９

 有形・無形固定資産の増加 ２９３，８８７ １ ２９３，８８８

 他会計補助金 １０５，６３８ １１，５２３ １１７，１６１
 減価償却費 ２４２，０７３ １６，２８５ ２５８，３５８

セグメント負債 ５，７１８，２４９ ２４１，１２９ ５，９５９，３７８

営業費用 ３８２，７８４ ２９，６６３ ４１２，４４７
営業損益 △２５８，３８３ △２６，４９８ △２８４，８８１
経常損益 ２８８，０８５ ０ ２８８，０８５

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計
営業収益 １２４，４０１ ３，１６５ １２７，５６６

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

事業の内容

市街地における、し尿・生活雑排水の処理

農業集落における、し尿・生活雑排水の処理
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令和6年度川辺町下水道事業会計予算実施明細　　（単位：千円）

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
備消品費 備消品費 事務用品等 550 550 1,500 △ 950
通信運搬費 電話料金 水神システム 278 950 950 0

スマートフォン通信料 672
委託料 委託料 下水道施設保守点検委託料 21,800 24,580 23,380 1,200

水質検査委託料 480
真空システム年次点検委託料 2,300

使用料及び賃借料 賃借料 鉄軌道用地借上料 5 5 5 0
修繕費 修繕費 マンホールポンプ修繕 8,500 14,236 15,061 △ 825

公共マス修繕 600
下水管修繕 950
真空修繕 4,185
その他修繕 1

動力費 動力費 マンホールポンプ電気料 12,300 12,300 12,912 △ 612
補助金 補助金 水洗便所等改造資金利子補給金 5 5 5 0

目の計 52,626 53,813 △ 1,187

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
報償費 報償費 管理組合報奨金 80 80 80 0
備消品費 備消品費 事務用品等 50 50 50 0
光熱水費 水道料金 クリーンセンター水道料金 37 37 39 △ 2
通信運搬費 電話料金 水神システム 27 27 27 0
委託料 委託料 農業集落排水施設保守点検委託料 9,780 10,100 10,008 92

UV計・負荷量演算器等保守点検委託料 320
手数料 その他手数料 浄化槽法定検査手数料 12 12 12 0
修繕費 修繕費 マンホールポンプ修繕 1,640 2,640 1,000 1,640

クリーンセンター等修繕費 1,000
動力費 動力費 マンホールポンプ電気料 312 1,560 1,800 △ 240

クリーンセンター電気料 1,248
保険料 その他保険料 建物災害共済保険料 31 31 31 0

目の計 14,537 13,047 1,490

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
負担金 負担金 流域下水道維持管理負担金 69,155 69,155 63,448 5,707

目の計 69,155 63,448 5,707

内 容 説 明 算 出 基 礎
（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）公共管渠費

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）農集処理場費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）流域下水道維持管理負担金
内 容 説 明 算 出 基 礎



節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
報償費 報償費 受益者負担金前納報奨金 1,039 1,039 1,439 △ 400
備消品費 備消品費 事務用品等 5 5 5 0
印刷製本費 印刷製本費 負担金納入通知書 114 114 113 1
通信運搬費 その他通信運搬費 郵便料 25 25 23 2
委託料 委託料 井戸水量水器検定満期取替委託料 150 150 160 △ 10
手数料 手数料 口座振替手数料 1 1 1 0
修繕費 修繕費 井戸水量水器修繕　検定満期分 141 141 155 △ 14
雑支出 雑支出 過年度分還付金等 50 50 50 0

目の計 1,525 1,946 △ 421

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
給料 一般職 2人 7,332 7,332 7,173 159
職員手当 職員手当 3,935 4,889 4,478 411

退職手当組合負担金 954
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 1,023 1,023 983 40
報酬 報酬 1人 1,577 1,577 1,564 13
法定福利費 職員共済組合 2,394 2,539 2,416 123

追加費用 111
雇用保険料 34

法定福利費引当金繰入額 法定福利費引当金繰入額 202 202 192 10
旅費 普通旅費 事業団研修 161 161 161 0
備消品費 備消品費 事務用品等 436 959 848 111

新聞・図書 523
燃料費 燃料費 ガソリン 141 141 135 6
印刷製本費 印刷製本費 汎用納付書等 155 155 167 △ 12
通信運搬費 電話料金 電話料金 126 590 498 92

その他通信運搬費 郵便料 464
委託料 委託料 アドバイザリ業務委託料 2,600 6,400 12,231 △ 5,831

下水道台帳等更新委託料 3,800
手数料 手数料 車検代行手数料 20 992 522 470

公用車整備費用 19
その他手数料 953

使用料及び賃借料 賃借料 公営企業会計システム使用料 1,296 1,362 324 1,038
駐車場使用料 10
有料高速道路使用料 56

修繕費 修繕費 庁用車修繕 150 150 50 100

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）公共業務費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）公共総係費
内 容 説 明 算 出 基 礎
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公課費 自動車重量税 自動車重量税 10 10 0 10
負担金 負担金 木曽川右岸流域浄水事業促進協議会 34 797 729 68

日本下水道協会 75
中部地方下水道協会 10
岐阜県下水道協会負担金 26
県設計積算システム負担金 175
下水道事業団研修負担金 477

保険料 保険料 自動車賠償責任保険料 20 35 15 20
自動車損害共済保険料 15

雑支出 雑支出 過年度還付金等 50 50 50 0
貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額 201 201 312 △ 111

目の計 29,565 32,848 △ 3,283

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
備消品費 備消品費 事務用品等 10 10 10 0
通信運搬費 その他通信運搬費 郵便料 4 4 12 △ 8
手数料 手数料 口座振替手数料 58 58 18 40
負担金 負担金 地域資源循環技術センター 20 20 20 0
貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額 61 61 24 37

目の計 153 84 69

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
減価償却費 減価償却費 建物減価償却費 2,280 258,358 253,473 4,885

構築物減価償却費 229,453
機械及び装置減価償却費 13,885
工具器具及び備品減価償却費 36
施設利用権減価償却費 12,704

目の計 258,358 253,473 4,885

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
固定資産除却費 固定資産除却費 構築物除却費 0 0 1,861 △ 1,861

目の計 0 1,861 △ 1,861

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
企業債利息 企業債償還利子 企業債償還利子 45,496 45,497 52,515 △ 7,018

一時借入金利子 1
目の計 45,497 52,515 △ 7,018

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税 1 1 4,000 △ 3,999

目の計 1 4,000 △ 3,999

（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）減価償却費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業外費用　（目）支払利息及び企業債取扱諸費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業外費用　（目）消費税及び地方消費税
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）営業外費用　（目）資産減耗費
内 容 説 明 算 出 基 礎

内 容 説 明 算 出 基 礎
（款）下水道事業費用　（項）営業費用　（目）農集総係費



節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
その他特別損失 その他特別損失 1 1 1 0

目の計 1 1 0

節 説明科目 本年度算出額 前年度算出額 比 較
予備費 予備費 10,000 10,000 10,000 0

目の計 10,000 10,000 0

本年度算出額 前年度算出額 比較
公共建設事業費 給料一般職2人 5,211 314,126 240,217 73,909

職員手当 3,120
退職手当組合負担金 679
法定福利費職員共済組合 1,378
追加費用 84
下麻生地内自然流下区域内不明水調査 22,000
真空式下水道改修実施設計 37,000
真空式下水道通報装置無線化実施設計 8,000
マンホールポンプ更新事業 48,100
管渠延伸工事 7,000
農業集落排水接続工事 78,000
天王町下水路改修工事 79,100
公共汚水ます等設置工事 13,500
井戸水量水器設置工事 300
井戸水量水器 45
井戸水枯渇等補償費 1
木曽川右岸流域下水道建設負担金 10,608

314,126 240,217 73,909

本年度算出額 前年度算出額 比較
農集建設事業費 公共汚水ます設置工事 1 1 1 0

1 1 0

本年度算出額 前年度算出額 比較
企業債償還金 企業債償還元金 310,030 310,030 324,366 △ 14,336

310,030 324,366 △ 14,336

説明科目 内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）特別損失　（目）その他特別損失
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）下水道事業費用　（項）予備費　（目）予備費
内 容 説 明 算 出 基 礎

（款）資本的支出　（項）建設改良費　（目）公共建設事業費

説明科目 内 容 説 明 算 出 基 礎

目の計

目の計

（款）資本的支出　（項）建設改良費　（目）農集建設事業費
説明科目 内 容 説 明 算 出 基 礎

目の計

（款）資本的支出　（項）企業債償還金　（目）企業債償還金
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